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Abstract
In April 2015, the Ordinance on Safety and Health of Work under High Pressure was revised 
and air diving is limited to a maximum depth of 40 meters.
In this study, the maximum depths of commercial diving operations before the revision were 
investigated thru the diving operation records from 1996 to 2013.
It is found that 2 to 4 percent of operations were over the depth of 40 meters among 
recreational dive instructors and tour guide divers prior to the revision, and it was needed to 
comply with the provisions of the prescribed ordinance.
Operations over the depth of 40 meters were also found in the onshore diving operations 
before the revision of the ordinance. It is considered that the operational plans had been already 
ensured to follow the revised ordinance.
１．背景
　高気圧作業安全衛生規則（以下、高圧則）が
平成27年４月に一部改正・施行された1 ～ 3）。
　改正内容は、空気を用いた深度の上限、混合
ガスを用いることの推奨、減圧中の酸素吸入の
利用などである。改正は主に減圧表に関するも
ので、旧減圧表の別表１、2、３は廃止となった。
減圧表は、ビュールマン（Bühlmann）ZH-L16
モデル（1990年）4,5）の減圧理論に基づいた窒
素の半飽和時間５分から635分まで、ヘリウム
は1.887分から239.623分までの16の組織に分類
して、計算式（式）1,3,4,5）により減圧表を作成
して使用することとなった。
　呼吸ガス分圧の制限（高圧則第15条）1,2）に
より酸素18キロパスカル（kPa）以上160キロ
パスカル以下（PO2 0.18 ～ 1.6）、窒素400キロ
パスカル以下（PN2 4.0、深度40m）とされた。
また、酸素の場合は減圧時に安全が確保できる
のであれば PO2 0.18 ～ 2.2とされ、減圧時に深
度12mより純酸素吸入による減圧が可能となっ
た。窒素においては、吸入ガスが空気の場合は
可能な最大深度が40m 以下となり、40m を超
える空気潜水は禁止となったが、深度30 ～
40m の範囲の潜水でも空気を用いないでナイ
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トロックス（酸素32%、残り窒素）を用いた潜
水が望ましいとされている1 ～ 3）。
２．目的
　高圧則の改正により空気での潜水可能深度は
40m 以下とされたことにより、改正前の潜水
作業実態を過去の調査研究の資料を用いて潜水
業種別に調べ、40m を超える頻度の割合を検
証したので報告する。
３．調査方法
　調査対象潜水者は、漁業潜水者、港湾作業な
どの作業潜水者、レクリエーショナルダイバー
を対象としているガイドやインストラクターダ
イバーとし、記録時計を携行して実測された潜
水プロフィールから最大潜水深度を調べた（図
１）。また、レクリエーショナルダイバーを対
象としたアンケート調査（聞き取り、ガイドや
インストラクターダイバー）による過去に経験
した最大深度を調べた。呼吸ガスは全て空気を
用いた。調査期間は1996年～ 2013年である。
４．結果
　漁業潜水者の潜水回数は、延べ782回で30m
を超える潜水が258回（33％）、そのうち40m
を超える潜水が34回（4.3％）であった（図２）。
作業潜水者の港湾作業は17回すべてが20m 以
下（図３）。構造物の保守点検潜水（オフショ
ア潜水：offshote（外洋）とも言われている）
は15回で、すべてが35m 以上、40m を超える
潜降時間 浮上時間 潜水時間 最大水深 平均水深 休憩時間
1 本目 7:53 8:15 0:22 28.1 11.1 0:06
2 本目 8:22 8:36 0:14 31.7 19.5 0:58
3 本目 9:34 10:04 0:29 35.9 18.2 0:22
4 本目 10:26 10:44 0:17 40.5 30.8 1:00
5 本目 11:44 12:18 0:34 39.7 23.4 0:16
6 本目 12:34 12:57 0:22 41.9 21.1 - 
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図１　潜水プロフィールの一例（漁業潜水者）
P1,m,n：変化後の不活性ガス分圧(1=1,2,3･･･16；m=N2,He；n=1,2,3,･･･) [kPa]
P1,m,n-1：変化前の不活性ガス分圧(1=1,2,3･･･16；m=N2,He；n=1,2,3,･･･) [kPa]
Pa：大気圧[kPa](ここでは絶対圧を求め、基本 100kPa を採用
Pb：変化前の環境圧力(ゲージ圧力) [kPa]
Nm：不活性ガス濃度(m=N2,He) [%]
R：加減圧速度[kPa/min](加圧速度は正、減圧速度は負の符号とする) 
t2：当該工程に要する時間[min]
S1：不活性ガスの半飽和時間(1=1,2,3,･･･16) [min]
loge2 
K1：
S1 
式　改正減圧表の計算式（窒素）
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潜水は11回（73.3％）であった（図４）。イン
ストラクターやガイドダイバーは300回中、
30m を超える潜水が23回（7.6％）、40m を超え
る潜水が７回（2.3％）であった（図５）。また、
インストラクターやガイドダイバーを対象とし
た1,248件のアンケート調査では、過去に経験
した最大深度が30m を超える件数が1,184件
（94.9％）、40m 以上の件数が773件（62.0％）で
あった（図６）。
５．考察
　高気圧作業安全衛生規則は昭和47年（1972年）
に施行されたが、従来のものは減圧表のもとと
なる減圧理論が明確でなく、空気での潜水可能
深度が90m（0.88MPa）まで可能6）とされるな
ど問題点が多くあった。改正により減圧理論は
灌流モデルを用い、Bühlmann の ZH-L16の M
値（maximum allowable value）を超えない規
定とされた。また、第15条のガス分圧の制限1,3）
により、空気潜水の限度、減圧中の純酸素吸入、
混合ガス潜水などが実施可能となった。具体的
な内容は次の通りである。
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図２　漁業潜水者の潜水深度の分布（n.782回）
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図３　港湾潜水者の潜水深度の分布（17回）
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図４　構築物の設置や撤去の作業潜水者（15回）
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図５　インストラクターやガイドダイバーの潜水
者（300回）
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図６　アンケート調査による経験した最大深度の
分布（1,248名）（インストラクターやガイド
ダイバー）
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（1）空気は40m 以下、40m を超える場合は混
合ガス1～ 3）
　高圧則の改正により、窒素の分圧（PN2）が
400kPa 以下とされたことにより、空気での潜
水深度は40m が限度となった。その結果、40m
を超える潜水の場合は混合ガスを用いなければ
ならなくなった。混合ガスとは、ナイトロック
ス（Nitrox、酸素と窒素の混合ガス）7 ～ 9）、ヘ
リオックス（Heliox、酸素とヘリウムの混合ガ
ス）10）、トライミックス（Trimix、酸素と窒素
とヘリウムの３種混合ガス）11,12）があるが、ナ
イトロックスは酸素と窒素の混合ガスであるた
め酸素濃度を32％のガスを用いる場合は PO2が
160kPa1,2）を40m で超えてしまうため、30 ～
40m の範囲であれば安全対策のために望まし
いが、40m を変える潜水では用いることが出
来ない。可能な混合ガスは、ヘリオックス（酸
素とヘリウムの混合ガス）またはトライミック
ス（酸素と窒素とヘリウムの３種混合ガス）と
なる。それぞれの混合ガスの各ガスの割合は、
ヘリオックスの酸素濃度は高圧則第15条により
PO2 18 ～ 160kPa とされているので、酸素20％
の混合比であると最大深度70m まで途中で呼
吸ガスを変更することなく潜水が可能となる。
ト ラ イ ミ ッ ク ス は、PO2（18 ～ 160kPa） と
PN2（400kPa 以下）が制限されているため、
それぞれのガス濃度を調整すれば潜水可能とな
る。
（2）減圧中の酸素吸入1～ 3）
　減圧中に純酸素吸入による減圧が可能となっ
た（高圧則第15号2））。酸素分圧はPO2 220kPa（純
酸素で12m 以下）まで使用が可能であるが、
この条件には、潜水作業者が減圧中に溺水しな
いよう必要な処置を講じる場合のみに認められ
る。その方法は、詳細には規定されていないが、
急性の酸素中毒により意識が朦朧となった時ま
たは意識消失の時に呼吸を確保出来るためにヘ
ルメットタイプやバンドマスクタイプなどの全
面マスク式の呼吸器を用いることであり、減圧
停止中の「さがり綱」（高圧則第33条）から手
を離して墜落などの事故を防ぐため、「さがり
綱」に潜水者をロープで固定する方法などの処
置や写真のようなオープンタイプのダイビング
ベルを減圧時に用いることで溺水しないような
処置とされるようである。ただ、写真のような
オープンベルは装置そのものの価格やクレーン
の使用などを要すことから全ての現場で用いる
ことは難しいようである。
（３）減圧計算式の安全率1～ 3）
　高圧則改正により安全面が向上されたが、減
圧症の予防対策には決定的な減圧理論や対策は
存在しない。すなわち減圧症の発症を100％防
ぐことはできない14 ～ 18）。ただ言えることは、
減圧症予防のために最低レベルの基準を守るこ
とへの必要性が発生していることである。
　空気での潜水可能深度が40m 以下とされた
ことは、最低の基準であり、過去の空気による
潜水深度の把握を踏まえて、高圧則改正による
対策を検証しなければならない。
　本研究により、全ての潜水作業形態による検
証が網羅されたとはいえないが、一つの現状を
調べることができたと考えている。その結果、
漁業（図２）およびインストラクターやガイド
ダイバー（図５）では40m を超える潜水の割
合が２～ 4％であることが判明した。漁業潜水
者は主に追い込み漁業潜水19 ～ 21）であり、その
プロフィールは１日に10回以上の時もあり漁業
海域や潮流などの自然条件によりその回数や深
度は異なってくる。過去には死亡事故に至った
事例や脊髄型の障害で下肢麻痺による車イス生
活に至った方々も数多く存在する。また、ガイ
―　　―171
ドやインストラクターダイバーに対するアン
ケート調査13）では、過去に経験した最大深度
は40m を超える割合が62％に達していること
から、高圧則改正を機会に意識改革、減圧症予
防の在り方を再認識する必要がある。
　一方、港湾潜水や構築物の保守点検の作業潜
水者は、40m を超える潜水作業を行っているが、
安全面の対策が行われ、高圧則改正に基づき、
それらの対策も講じられると思われる。ただ、
高圧則は最低の基準であり、より高い安全対策
を考慮した作業基準22）を構築する必要を認める。
　その一つに減圧理論に基づき計算される課程
で安全率を1.0倍ではなく、1.1倍で計算するこ
とにより減圧症の発症率をより低く抑えられる
ことである。また、安全面を考慮した減圧中の
酸素利用も安全率が高まり、減圧時間が短縮さ
れ、潜水者への拘束時間が減少し、安全衛生面
でも好ましい作業形態である。
写真　ダイビングベルの一例
　　　海上自衛隊潜水医学実験隊で使用されてい
る水中減圧法
６．結語
　高気圧作業安全衛生規則の一部改正により、
空気潜水の最大深度が40m 以下となった。改
正前の空気を用いた最大深度を調査した結果、
港湾潜水や構築物の保守点検の作業潜水者は
40m を超える潜水を行っていたが、改正後は
業務マニュアルに準じた潜水作業を実施する対
策が講じられていた。しかし、漁業潜水者およ
びガイドやインストラクターダイバーは２～
4％の割合で40m を超える潜水を行っていた。
また、アンケート調査により62％が過去に経験
した最大深度が40m を超えていた。改正を機
会に情報提供と厳守するための普及活動が必要
である。
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